
2019年9月期 決算説明会

２０１９年１２月１２日



目 次

Ⅰ．２０１９年９月期 決算概要 Ⅱ．経営戦略

１． ２０１９年９月期 業績概要

２． 資金利益の状況

３． 預貸金の状況

４． 有価証券の状況

５． 円貨建債券償還構成・金利リスク量の状況

６． 役務取引等利益の状況

７． 与信費用・不良債権の状況

８． ２０２０年３月期 業績予想

１． ２０２０年３月期計画の考え方

２． 顧客向けサービス業務利益の改善

３． 地域産業の競争力強化－お取引先の企業価値向上

４． リレーションシップバンキングの実践

５． 地域産業の競争力強化－産業・業種別の支援

６． 地域別戦略－山陰

７． 地域別戦略－山陽、兵庫・大阪

８． 地域別戦略－東京（ストラクチャード・ファイナンス）

９． システム移行後（2020年１月～）の施策

１０． 金融商品仲介業務における包括的業務提携

１１． 個人ローンの取組深化

１２． クレジットカード戦略/キャッシュレス決済の促進

１３． 一人ひとりが輝く人事戦略

１４． 資本政策・株主還元

１５． 持続可能な地域社会実現への取り組み

１６． ＥＳＧ（環境）

１７． ＥＳＧ（社会）

１８． ＥＳＧ（ガバナンス）



Ⅰ．２０１９年９月期 決算概要



4

１．２０１９年９月期 業績概要
業績概要（単体） 業績概要（連結）

資金利益

与信費用

有価証券関係損益

役務取引等利益

２０１９年９月期決算のポイント（単体）

（単位：億円）
2018/9期 2019/9期

前年同期比

業務粗利益 252 36 289
うち資金利益 263 ▲0 262

うち貸出金利息 163 1 165
うち有価証券利息配当金 117 ▲9 108

うち役務取引等利益 29 ▲2 27
うち債券関係損益 ▲40 38 ▲2

コア業務粗利益 293 ▲1 291
経費 187 1 189

うち人件費 92 4 97
うち物件費 81 ▲2 78

一般貸倒引当金繰入額① 8 ▲8 ▲0
業務純益 56 43 99

実質業務純益 64 34 99
コア業務純益 105 ▲3 102
除く投資信託解約益 105 ▲19 86

臨時損益 35 ▲42 ▲7
うち不良債権処理額② 5 4 9
うち貸倒引当金戻入益③ － － －
うち株式等関係損益 40 ▲40 ▲0

経常利益 91 0 92
特別損益 ▲0 ▲1 ▲1
中間純利益 62 0 63
与信費用（①＋②-③） 13 ▲4 9

（単位：億円）
2018/9期 2019/9期

前年同期比

経常収益 501 ▲62 438
経常利益 96 ▲3 93
親会社株主に帰属する中間純利益 66 ▲3 63

A

B
C

D

E

A

B

E

C D

日本銀行のマイナス金利政策の下、事業支援活動などによる貸出金
の増加ならびに有価証券投資の多様化により減少抑制に努めた結
果、前年同期並みの水準を確保した。
（預金利息、債券貸借取引支払利息等の調達費用は7億円減少。）

費用削減に努めたものの、預り資産関連手数料や事業支援手数料
などの減少により、前年同期比2億円減少した。

一般貸倒引当金繰入額が戻入に転じたことなどから前年同期比4億円
減少した。

債券関係損益は、米国債等の売却損を計上した前年同期に比べ、
38億円の増加となった。
株式等関係損益は、ＥＴＦ等の売却益を計上した前年同期に比べ、
40億円の減少となった。
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1.37%

1.22%

1.12%
1.07% 1.04% 1.03%

0.8%

1.0%

1.2%

1.4%

16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 19/9期 20/3期

２．資金利益の状況

円貨貸出金利回りの推移

概ね横這い下げ幅縮小

計画

資金利益②（内訳）

272 267 263 262

271 264 268 258

543 531 531 520

0

100

200

300

400

500

600

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

上半期 下半期

資金利益①

計画

（億円）

328 324 328 331

269 265 237 205

35 41 62

21

▲ 50 ▲ 48 ▲ 54
▲ 14

▲ 21 ▲ 32 ▲ 19
▲ 4

▲ 18 ▲ 19 ▲ 22

▲ 18

543 531 531 520

▲ 100

0

100

200

300

400

500

600

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

通期資金利益

貸出金利息

有価証券
利息配当金

その他運用収益

預金利息

債券貸借取引

その他調達費用

計画
（億円）

▲32億円

＋3億円

通期計画：
前年比11億円
の減少見込み

▲41億円

＋40億円

＋：増収要因

＋15億円

＋4億円
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山陰両

県内

16,484 
山陽

4,750 

兵庫・

大阪

5,760 

東京

3,906 

87.4%

12.6%

23,798  24,179  24,571  24,884  24,940 

10,325  10,838  11,001  11,297  11,025 

4,271  4,129  4,018  4,862  4,365 
38,396  39,147  39,591  41,044  40,333 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

17/3期 18/3期 19/3期 19/9期 20/3期

個人 法人 地公体・金融

5,960  6,567  7,137  7,596  7,769 

15,421  16,582  17,520  17,802  18,266 

5,349 
5,636  5,560  5,503  5,393 26,731 
28,786  30,219  30,902  31,430 

0

10,000

20,000

30,000

17/3期 18/3期 19/3期 19/9期 20/3期

個人 法人 地公体・金融
（億円）

３．預貸金の状況

計画（億円） 計画

総預金等（平残） ※総預金+NCD 総貸出金（平残）

エリア別貸出金平残と利回り預貸率・預証率の推移

63.3  63.0  63.9  62.9  63.4 
65.5 

69.6 
73.5 

76.3  75.2 
77.9 

40.4  41.9  41.7 
44.0  43.7 

46.3  47.4  45.5 
41.7 

35.7  37.7 30

50

70

11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 19/9末 20/3末

（%） 預貸率

預証率

預貸率＝貸出金平残 ÷預金等平残（NCD含む）
預証率＝有価証券平残÷預金等平残（NCD含む）

計画

※2019年9月期中の総貸出金平残30,902億円より、本部勘定
15億円を除いた地区別の平残と加重平均利回り

（億円、%）

エリア 利回り(％)

山陰
両県内 1.29%

1.13%
1.04%

山陽 0.95%

兵庫・
大阪 0.81%

東京 0.42%

前年比
＋742億円

前年比
＋1,211億円
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４．有価証券の状況

8,585 
7,616 

5,542  5,249 

2,115 
2,067 

1,889  1,889 

1,982 

1,969 

1,773  1,738 

4,023 

3,776 

3,039 
2,854 

1,339 
1,919 

2,609 
2,700 

18,433 
17,740 

15,234 
14,811 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

17/3末 18/3末 19/3末 19/9末

国債 地方債 社債 外国証券 株式 投資信託等
（億円）

外貨建外国証券 1,865
うち米国債 145
うち欧州債 1,401
その他外債 318

その他 988

有価証券残高 （取得原価ベース）

外債ファンド 1,859
株式ファンド 231

182
その他 426
REIT

17/3期 18/3期 19/3期 19/9期
国債 1.27% 1.22% 1.18% 1.13%
地方債 0.85% 0.76% 0.58% 0.49%
社債 0.72% 0.62% 0.53% 0.49%
外国証券 2.32% 2.28% 2.04% 1.77%
株式 3.49% 4.60% 4.03% 4.19%
投資信託等 2.00% 1.95% 2.15% 2.89%
有価証券合計 1.47% 1.48% 1.43% 1.47%

有価証券利回り

その他有価証券の評価損益
（億円）

443 
370  345  355 

35 
24  29  29 

34 
26  24  23 

48 

1  97 
166 

204 

276 
219 

231 
20 

44  52 

88 786 
744  770 

895 

0

500

1,000

17/3末 18/3末 19/3末 19/9末

国債 地方債 社債 外国証券 株式 投資信託等
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５．円貨建債券償還構成・金利リスク量の状況
円貨建債券償還構成

金利リスク量・デュレーション 銀行勘定の金利リスク（IRRBB）

2,069 

390 

1,839 

‐

1,648 

49  ‐

1,612 

479 

244 

241 

157 

168 

186  178 

865 

479 

365 

417 

256 

287 

235  195 

350 

3,029 

999 

2,497 

414 

2,104 

471  373 

2,827 

0

1,000

2,000

3,000

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期～

国債 地方債 その他

（億円）

0.41%

1.10%

0.49%

利回り

0.70%

0.47%

0.82%

0.53%

1.29%

（19/9末までの半期で
572億円償還済）

⊿EVE （Economic Value of Equity）
最大値

274億円

自己資本の額 3,065億円

重要性テスト
（⊿EVE最大値÷自己資本）

8.9% < 20%
588 513 458 439

314 311 292 284

4.60  4.36
4.85 4.72

6.18  5.82 
6.36  6.65 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0

200

400

600

800

1,000

17/3末 18/3末 19/3末 19/9末

100BPV（国内債券(含むファンド)） 100BPV（外国債券(含むファンド)）

デュレーション（国内債券） デュレーション（外国債券）

（億円） （年）

19/3末時点 19/9末時点
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1,013  1,144  1,391 

533 

332 
326 

513 

193 

42 
377 

35 

37 

1,388 

1,848 
1,939 

2,300 

0

500

1,000

1,500

2,000

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

事業支援手数料

私募債保証料

クーポンスワップ

（億円）

※クレジットカード関連、その他は役務収益と費用のネットを表示

６．役務取引等利益の状況

※私募債保証料・クーポンスワップ等 の全期間想定収益を含む

役務取引等利益の推移 法人ソリューション関連収益の推移

（百万円）

グループ預り資産手数料の推移

19/9期
仲介手数料
（含む紹介手数料）

33

投信販売手数料
（含む信託報酬）

264

保険販売手数料
（含む継続手数料）

283

（百万円）
19/9期

コンサルティング 68
M&A 11
ビジネスマッチング 60
シ・ローン 129
私募債手数料 182
リース仲介 44
その他 36

16 18 17

5

10
11 13

5

11
11 11

5

17

18
19

11

55
59

62 62

0

10

20

30

40

50

60

70

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

預り資産関連手数料 事業支援手数料

クレジットカード関連 その他

下期
計画

計画

前年同期比
▲115

1,621  1,827  1,785 

580 

523 

1,285 
761 

226 

2,144 

3,112 

2,546 

1,864 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

銀行

ごうぎん証券

前年同期比
▲583

下期
計画

上期実績
764

上期実績
806

計画

下期
計画

前年同期比
▲2

上期実績
27
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総与信 貸倒引当金（一般＋個別）

順位 銀行名 （億円） 順位 銀行名 （億円）

1 横浜 115,244 1 福岡 848

2 千葉 106,777 2 七十七 571

3 福岡 106,282 3 鹿児島 432

4 静岡 89,315 4 横浜 426

5 北國 404

29 第四 34,725 6 群馬 398

30 南都 34,401 7 静岡 393

31 山陰合同 32,539 8 山陰合同 371

32 紀陽 30,712 9 西日本シティ 360

33 百十四 28,906 10 中国 342

34 北國 26,359 11 常陽 333

35 千葉興業 21,541 12 八十二 327

36 十八 21,333 13 広島 307

37 宮崎 20,316 14 足利 298

38 阿波 19,470 15 山口 278

地銀平均 34,504 地銀平均 195

地方銀行他行との比較

▲ 2 6
19

9

20
‐0.01%

0.02%

0.12%

0.03%

‐0.1%

0.0%

0.1%

▲ 15

5

25

45

65

17/3期 18/3期 19/3期 19/9期

（億円） 与信費用比率
【与信費用／貸出金末残】

７．与信費用・不良債権の状況
与信費用

引当基準変更

39

121  110  138  169 

316  309  280  272 

145  116  150  144 

584  536  569  587 

2.02%
1.73% 1.77% 1.80%

0%

1%

2%

0

300

600

900

1,200

17/3末 18/3末 19/3末 19/9末

要管理債権 危険債権 破産更生等債権 不良債権比率

（億円）

金融再生法開示債権

（出所）スルガ銀行を除く地銀63行の2019年9月期決算発表資料より
当行作成。総与信は金融再生法開示債権ベース。

19億円
積増
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８．２０２０年３月期 業績予想

（連　結）
2020/3期

19/3期比 予想

経常収益 978 438 ▲ 92 885
経常利益 192 93 ▲ 10 182

132 63 ▲ 10 121 138億円以上

15.54% 14.07% ▲ 0.28% 15.26% 19%以上

ＲＯＥ（株主資本ベース） 4.21% 3.96% ▲ 0.44% 3.77% 4.2%以上

（単　体）
2020/3期

19/3期比 予想

コア業務粗利益 595 291 ▲ 8 586
うち資金利益 531 262 ▲ 10 520
うち役務取引等利益 62 27 0 62

経費 369 189 9 379
うち人件費 186 97 6 193
うち物件費 162 78 ▲ 2 160

コア業務純益 225 102 ▲ 18 207
有価証券関係損益 5 ▲ 2 11 17
与信費用 39 9 ▲ 14 25
当期（中間）純利益 134 63 ▲ 11 123

ＯＨＲ 62.12% 65.00% 2.57% 64.69% 63%以下

2021/3期
目標(単位：億円）

2019/3期

非金利収益比率

(単位：億円）
2019/3期

親会社株主に帰属する当期（中間）純利益

2021/3期
目標

2019/9期

2019/9期



Ⅱ ．経営戦略
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構造改革

環境 ：

有価証券運用の高度化お客様に寄り添う価値提案

１．２０２０年３月期計画の考え方

収益

お客様本位

リ ス ク 許 容 度 と 収 益 の 安 定 性 に 配 慮 し 極 大 化

事業性評価
・ 事業支援

ライフプランの
サポート

効率化・
生産性向上

分散投資 予兆管理

リスク
自己
資本

貸出金中心

海外債券、住宅ローン 中心

自己資本比率

当面１３％程度を維持

I R R B B 規 制 導 入

顧客部門と市場部門の
調和のとれた安定した収益力

質(リスク・リターン)を意識した貸出金の拡大
コンサルティングによる非金利収益の拡大

リスクカテゴリー拡大 機 動 的 運 用

市場顧客

マイナス金利政策継続景気変調の兆し

店舗改革・デジタル化

金利リスク

信用リスク
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当行定義（実質）：
実質的に円調達の為替予約付外貨定期預金と
市場取引代替のオフショア預金を実質金利に補正

0.13％（補正前） → 0.04 ％（補正後）

▲ 0

▲ 19 ▲ 17
▲ 5 ▲ 4

▲ 12

▲ 39 ▲ 38

▲ 34

▲ 4

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期

当行定義（実質） 金融庁定義（表面）

２．顧客向けサービス業務利益の改善

（億円） 計画

勘定系システム移行関連の
一時的費用10億円を除くと

実質黒字へ

19/3期

顧客向けサービス業務利益計画

想定より早いペースで改善。収益力の強化と徹底的な構造改革で更なる積み上げを図る

お客様本位の付加価値共創

法人
リレバン活動をベースに、お取引先の付加価値向上に向けた事業支援とファイナンスを一体で提供

⇒ コンサルティング分野、ミドルリスク層向け貸出の取組強化。

人材

個人
多様化するニーズに対し利便性と専門性を高めることで長期的取引関係の深耕を推進

⇒ 職域とインターネット、スマホチャネルを連携し、ローン、預り資産の顧客接点強化。資産形成層の裾野拡大、ストック型ビジネス化。

構造
改革 店舗役割、人員体制の見直し、デジタル化推進による業務プロセスの抜本的な効率化・生産性向上

多様化、高度化するお客様ニーズに応えられる専門人材の育成と、戦略分野への重点配置



15

40 

190 

500

422  430 

2,123 

2,828 
3,000 

0

500

1,000

0

1,000

2,000

3,000

17/3末 18/3末 19/3末 19/9末 20/3末

（先）
（先）

計画

３．地域産業の競争力強化－お取引先の企業価値向上
付加価値向上運動の基盤は着実に拡大 ⇒ お取引先の付加価値向上のため個別先への

コンサルティングを強化し、当行の成長につなぐ

コンサルティング関連手数料計画

お取引先の真の付加価値向上へ

成功報酬型コンサル

ビジネスマッチング

事業承継支援・Ｍ＆Ａ

事業計画策定支援

行員常駐型コンサル

コンサルティング分野

法人ソリューション関連収益計画

294  239  281  500 
855 

1,094 
1,609  1,658 

1,800 

2,545 

1,388 
1,848  1,939 

2,300 

3,400 

0

1,000

2,000

3,000

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期

コンサルティング関連手数料

ファイナンス関連手数料

（百万円）

付加価値向上
宣言先（左軸）

成功報酬
コンサル

契約先（右軸）

付加価値向上運動の基盤拡大

127 92 108 60 110

109 95 108
11

395
57

51 63

68

350

294
239 281

500

855

0

500

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期

コンサルティング

Ｍ＆Ａ

ビジネスマッチング

計画
計画

（百万円）

1人1社運動先
（左軸）

内訳
上期
実績
140

下期
計画

地域主要産業支援
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４．リレーションシップバンキングの実践
地域主要産業支援 Ｍ＆Ａ 取組状況

Ｍ＆Ａアドバイザリー契約件数および成約件数の推移

企業の発展と継続のためのＭ＆Ａサポート

ｻﾎﾟｰﾄ

相談
相談 サポート

・後継者不在
・人材不足
・新規投資

お取引先の
経営課題
ヒアリング

経営課題の
解決策として、
Ｍ＆Ａの提案

・後継者問題
の解決

・事業の更なる
拡大

経営課題

11
13

16

11 12

3
5 5 5 4

0

5

10

15

20

16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 19/9末

契約締結件数 成約件数
（件）

成果

1 3 118 6
78 6
38 7
94
325 26
33

58 

85 

104 
120 

0

50

100

150

0

50

100

18/3期 19/3期 19/9末 20/3期

地域振興部受託のコンサル契約件数と手数料契約額

宿泊・観光業 医療・介護業 その他の主要産業

事業承継 産業調査 手数料契約額（右軸）

（百万円）（件）

計画

• 中計施策〔産業調査部門新設・専担者の配置〕を着実に実施
• 地方公共団体・大学など外部提携先との連携により、地域の

稼ぐ力の向上と経済の好循環を目指す。

主要産業

宿泊・観光業

食品製造業

医療・介護業

地域の未来を牽引する企業

■産業のブランド化、集積化
■地域企業の商圏拡大
■ Ｉ Ｔ導入等生産性向上
■海外進出支援

・・・

付加価値向上の支援
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５．地域産業の競争力強化－産業・業種別の支援

地域産業・企業群の課題を面的に解決することで、地域の活力を引き出す

山陰の低い開業率 競争力の低下人手不足・生産性向上 限定された販路地域の課題

地域全体の魅力アップ 販路拡大支援

創業支援 ＩＴ導入による生産性向上支援

クレジットカード決済、
各種ＱＲコード決済、電子マネー等

ごうぎんIT相談会の開催

2019年
8月

第3回食のバリューアップ商談会開催
2019年

7月

松江城と周辺観光施設へのキャッシュレス決済導入

2019年
10月～

個別商談会

山陰の
食品製造・
販売業者

バイヤー
企業

36社 22社

SAN‐IN・イノベーション・プログラム（SIP）2019
2018年度に続き、第二回目のSIPを開催

10事業構想に基づき、構想の深掘り・

チームアップを進める

～SIP2018事業構想～
・3法人設立済み（2019年10月末時点）
・3チーム事業開始予定（2019年度中）
・その他複数の連携事業開始

2019年
7月～
12月

成功報酬型コンサル契約先を

対象としたIT相談会を開催

90％近くの方から
「満足した」と高評価

業務効率化

売上増加

IT導入

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ活用

松江城、武家屋敷、小泉八雲記念館などの入場料等

現金のみ

観光客の利便性向上、
地域の魅力向上

事前に中小企業庁の「ミラサポ」の専門家派遣制度を
活用し、セラー企業の「営業力アップ」指導を実施

営業力

アップ
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951  978  1,047  1,070 

1,353  1,369 
1,399  1,383 

2,305  2,348 
2,447  2,453 

0

1,000

2,000

18/3末 18/9末 19/3末 19/9末

取組強化先 その他

ミドルリスク層（※) の期中平均残高推移

（億円）

６．地域別戦略－山陰

対話を通じてお取引先と当行の成長を目指す

(※) 2019年上期にミドルリスク層および同取組強化先とした先について、
過去からの半期中平均残高と利回りの推移を記載。

お取引先の成長・
業績改善

融資増強・
利回り改善

お取引先との対話（事業性評価）

本業支援 ・ 資金繰り支援

1.54% 1.52% 1.51% 1.51%

1.33%
1.39% 1.38%

1.46%

1.2%

1.4%

1.6%

18/3末 18/9末 19/3末 19/9末

ストック利回り 新規実行利回り

取組強化先の利回り

お取引先との対話を最重視

ミドルリスク層 5,144先

うち、取組強化先 1,314先
直近2年間
平残増加額

全体 ＋148億円

取
組
強
化
先
以
外

＋30億円

取
組
強
化
先

＋119億円
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6,059  6,304  6,532  6,726  6,707 

2,322 
2,656 

3,036 
3,380  3,527 

3,493 
4,135 

4,713 
5,233  5,301 2,166 

2,324 

2,301 

2,180  2,265 

14,042 

15,421 

16,582 

17,520  17,802 

0

5,000

10,000

15,000

16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 19/9期

山陰 山陽 兵庫・大阪 東京

１．リレーションシップバンキング７．地域別戦略－山陽、兵庫・大阪

2,280  2,508  2,650  2,675 

460  570  598  632 

0

1,000

2,000

17/3末 18/3末 19/3末 19/9末

兵庫・大阪地区 法人取引先数の推移

うちメイン先（先）

山陽

兵庫・大阪

（億円）

5 5 5 361
180

360
467

11

63

72

91

16

25

24

78

267

463

588

0

100

200

300

400

500

17/3末 18/3末 19/3末 19/9末

シップファイナンス残高

山陰

山陽

兵庫・大阪

東京

シップファイナンス案件の継続的な取組
地場産業向け融資の取り組み

（億円）

新規先の獲得・既存先のシェアアップ
厳選した不動産案件への取組

エリア別法人貸出金平残
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13%
1%

40%
20%

20%

6%

クレジットリンクローン

リパッケージローン

クロスボーダーローン

劣後ローン

アセットファイナンス

LBOローン

１．リレーションシップバンキング８．地域別戦略－東京（ストラクチャード・ファイナンス）

商品別残高割合（％） 2019年9月末時点

カテゴリー 残高（億円） ＲＯＣＲ

デリバティブ内包型 100 6.5%

上記以外 619 12.7%

合 計 719 11.9%

デリバティブ内包型

リスク・リターンを重視した取組で、東京および海外の成長を取り込む

実行金額（計画） 期待利回り（調達コスト考慮後） 規制リスク量対比リターン（ROCR※）

1,300億円 0.8％ 6.0％

2021年3月期末までの全体の取組方針（目安）

※： ROCR（Return On Capital Requirements）。
自己資本規制上の金利リスク量と信用リスク量に対しての収益性を
判定する当行独自の概念。

（算出式） 期待収益 ÷ （金利リスク量＋信用リスク所要自己資本額）

金利リスク量 ：IRRBB規制上の金利リスク量
信用リスク所要自己資本額 ：自己資本比率規制上のリスクアセット額×目標自己資本比率

リスク管理の枠組み

対象 設定項目 基準・目安

ストラクチャード
ファイナンス全体

期待利回り 個別：0.8%（調達コスト考慮後）

リスクウェイト 全体：80%以下

ROCR 全体：6%以上
個別：5%以上
（参考：東京支店全体=3.8%程度）

うち、デリバティブ
内包型

格付 BBB格程度以上（ダブルクレジット
は全取引当事者A格程度以上）

うち、クレジット
リンクローン

CDS参照組織の
与信限度額等

1先あたりの限度額設定
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９．システム移行後（2020年1月～）の施策
営業経費の推移

21 20 21 26

179 179 186 193

168 167 162 160

17 17 13 8
386 385 383 388

61.29% 61.75% 62.12%
64.69%

0

200

400

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

税金 人件費 物件費 退職給付費用

（雑損）
（億円）

OHR 計画

経費

営業経費

前年比増減要因のうち、

システム移行関連の
一時的費用

物件費＋4億円

人件費＋ 1億円

税金＋ 5億円

合計10億円

システム移行後の施策

合理化・効率化を徹底追求し生産性向上を図る
捻出した人的資源・投資原資を成長分野に再配置
お客様との接点を強化し、サービスの充実を図る

収益力向上

コスト削減人員再配置

コンサル業務の更なる強化・再構築

デジタル化による
顧客向けサービスの充実

リース事業の拡大

野村證券
との提携

ＩＴを活用した業務効率化

店舗ネットワークの再編

低採算業務
の見直し

地公体取引
の改善

手数料体系の全般的見直し

コストコントロール

センターによる

投資・支出案件の厳選

営業店事務レス

施策の加速

預り資産販売体制
の見直し

本部業務の見直し
による体制効率化

移行後のシステム関連費用の増減額

償却費用増加 年間 11億円 5年間（2025年3月期まで）

ランニング経費削減 年間 ▲8億円 2020年4月より

（▲は増収要因）

経営資源 経営資源
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2プライベートバンキング部門の立上げ１０．金融商品仲介業務における包括的業務提携
野村證券とお互いの強みを持ち寄り、地方における持続可能な新しい証券ビジネスモデルを作る

グループ預り資産残高の推移

（億円）

873  789  756  732 

145  286  389  445 
371  577  744  826 1,389 

1,652 
1,890  2,003 

2,213 

0

1,000

2,000

17/3末 18/3末 19/3末 19/9末 20/3末

投資信託 金融商品仲介 ごうぎん証券

計画

コンセプト 目的と期待効果

良質で最新の金融サービスの提供

経営の効率化

法人ビジネスの深化

トップラインの拡大

コストの削減、人員再配置

明瞭な推進体制の構築

スケジュール

2019年内 本提携に関する最終合意

2020年度 本提携による新体制の開始
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１１．個人ローンの取組深化

住宅ローン残高（地域別） 消費者ローン・カードローン残高

お客様との接点強化

提携先数・申込金額共に順調に増加

職域専用サイト

印鑑レス・ペーパーレス
⇒利便性向上により満足度ＵＰ

事務の効率化

店頭・渉外先での
タブレット受付

対面

非対面

誘導

誘
導

無担保ローン全商品で
申込から契約までWEBで完結

契約書の郵送やり取りが不要に

⇒ 手続き途中の離脱防止 ⇒ 契約率ＵＰ

当行WEBサイト非対面

ＷＥＢ広告の強化
ＡＩによるダイレクトメール送付先抽出
ＨＰの充実

デジタルマーケティング非対面

職域セミナー・職場訪問･企業
イントラネットでの周知活動

職域対面

4,233  4,570  4,995  5,339  5,544  5,665 

802 
914 

1,091 
1,291  1,387  1,507 

5,036 
5,485 

6,086 
6,631  6,931  7,172 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 19/9末 20/3末

山陰両県内 県外
（億円）

計画

552  616  662  681  696  726 

117 
132  147  157  160  173 

155 
156 

168  170  171  173 826 
905 

978  1,008  1,029  1,072 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 19/9末 20/3末

消費者ローン

カードローン（教育）

カードローン（教育除く）（億円） 計画

38 
64  74 

43 

493  531 

718  751 

0

500

0

50

100

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

職域提携ローン申込金額（左軸）
提携企業数（右軸）（億円） （社）

下期
計画
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加盟店

売上高 年増＋19% （19/9月単月）

企業の精算コスト削減

現金管理コスト削減

政府「キャッシュレス・
消費者還元事業」の
特典享受

964  1,051  1,064  1,047  1,055 

269 
300  318  338  319 

0

300

600

900

1,200

1,500

16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

会員業務 加盟店業務

１２．クレジットカード戦略/キャッシュレス決済の促進

地域での強固なクレジット会員基盤・加盟店基盤をさらに拡充する

クレジット取扱高の推移

519
572

624 646 682

327 349 382 428
479

0

200

400

600

800

16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

会員ショッピング額 加盟店売上高

クレジット業務収支（連結ベース）

（百万円）
（億円） 計画計画

（※1）17/3期までの加盟店業務収支には
カードローン保証業務を含む。

（※1）

既存基盤（19/9末）

個人・法人・事業主へのソリューション提供でキャッシュレスの裾野拡大

1,233
1,351 1,382 1,385 1,374

（※2）20/3期はキャッシュレス消費者
還元事業で一時的に減収見込み

キャッシュレスソリューション
の提供

会員・加盟店の
取扱高拡大による
収益機会の増加

新規顧客取り込み

預金・決済による
顧客との接点確保

お客様メリット 当行メリット

（※2）

会員

月間稼働率 57％

個人 28万人 法人 １万社

１万件
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エリア職向け法人営業研修の充実

１３．一人ひとりが輝く人事戦略

17.7%
19.6%

21.3% 22.1% 21.9%

25.0%

10%

20%

30%

16/4 17/4 18/4 19/4 19/10 21/4

女性管理職比率

女性の活躍 管理職への積極的な登用

女性管理職・支店長の育成 ⇒ 管理職への登用加速キャリアパスの多様化 ⇒ 活躍の場を拡大

多様なキャリアパスの整備

行内公募制度の拡充

⇒ デジタル部門等の新設

研修により専門性向上

⇒ 行内研修の充実
法人営業 業種別実践研修
個人営業 コンサルティング

能力強化研修

⇒ 行外研修への積極的な派遣

個々人の強みを
活かし、
より高度な
サービス提供へ

エリア職の法人営業への配置転換

窓口サービス 融資・外為

個人営業（預り資産・保険）

個人営業（ローン・カード） 法人営業

19/9期
実績 26名

20/3期
計画 40名

法人営業 モチベーションアップ研修

管理職 企業実地研修

追加

女性管理職の状況（2019年10月1日時点）

部長 １名 支店長 ４名
その他
役 席

175名出張所長 13名

計画
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4.61% 4.51% 4.21% 3.96% 3.75%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

17/3期 18/3期 19/3期 19/9期 20/3期

１４．資本政策・株主還元

利益水準
（連結ベース）

年間
配当

配当性向
安定配当 業績連動配当

150億円超

14円

16円 30円 ～ 31.3％

140億円超 150億円以下 14円 28円

31.3％
～

27.8％

130億円超 140億円以下 12円 26円

120億円超 130億円以下 10円 24円

110億円超 120億円以下 8円 22円

100億円超 110億円以下 6円 20円

90億円超 100億円以下 4円 18円

80億円超 90億円以下 2円 16円

80億円以下 0円 14円 27.3％ ～

ROE（連結・株主資本ベース）

配当テーブル

株主還元状況

ＲＯＥ 親会社株主に帰属する当期純利益

(株主資本ベース)  株主資本平均残高（期首残高・期末残高の単純平均）×100
=

計画

15 15
26 26 24

18.0% 17.5%

28.8%
30.6% 30.4% 30.8% 31.0%

0%

10%

20%

30%

0
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40

50

16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

計画（円）

連結ベース
に変更

株主還元率

配当性向

1株当り配当金

配当で株主還元率
30％目安に変更
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１５．持続可能な地域社会実現への取り組み

サステナビリティ宣言

山陰合同銀行グループは、国連の定めた持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の趣旨に賛同し、
地域の課題解決に取り組むことで、持続可能な地域社会の実現を目指します。

社会
（Social）

環境
（Environ
ment）

企業
統治

（Govern
ance）

具体的な当行の取り組み対応するSDGs

地方創生（地域主要産業・企業群の活性化 等）

お取引先企業の付加価値向上（徹底的な事業支援活動 等）

お客様のゆとりある生活の実現（お客様本位のトータルコンサルティング
サービスの提供、デジタル技術を活用した利便性の向上 等）

障がい者の自立支援・社会参画支援（ごうぎんチャレンジド 等）

青少年の育成活動（私塾「尚風館」、金融教育 等）

地域貢献活動（スポーツ振興、寄付活動 等）

環境に配慮した企業活動（行内の省エネ・省資源・リサイクル活動 等）

地域環境や自然を守り育む活動（森林保全活動 等）

環境関連ビジネス（J‐クレジット活用支援、再生可能エネルギー事業への
参入支援、環境配慮型商品の提供 等）

組織の活性化（人材育成、ダイバーシティ推進、ワーク・ライフ・
バランス推進 等）

企業統治（コーポレートガバナンス改革の推進、情報開示の充実 等）

コンプライアンス・リスク管理（確固とした管理体制の確立 等）

地域経済の
持続的な

成長

豊かな
地域社会の

実現

持続可能な
地域環境の

実現

従業員の
満足度向上

健全で
透明性の
高い経営

体制の確立

本業 銀行の本業そのものとして実現するもの

本業

本業

本業

本業
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１６．ＥＳＧ（環境）

全国の地方銀行64行が連携し、

ふるさとの森林保全等に関する
情報交換やノウハウを共有。

山陰両県のボランティア団体や
ＮＰＯ法人などを会員として設立。

地域社会と連携した環境保全活動の推進

森林保全活動 （2006年～）

山陰合同銀行の森林保全活動
３つの柱（GOGIN GREEN PROJECT）

日本の森を守る
地方銀行有志の会

鳥取・島根両県6ヵ所の森林で、

当行の役職員や家族による
実践的な森林保全活動を実施。

森林を守ろう！
山陰ネットワーク会議

ごうぎん希望の森

ヨシ刈りボランティア （2013年～）

宍道湖の水質浄化を目的とした
ヨシ刈りのボランティアに参加。
⇒ヘドロ化・湖底への堆積や、

ヨシが吸収した窒素やリンの
湖への流出を防止

環境方針の策定（2019年10月）

基本的な考え方
山陰合同銀行グループは、社会の健全な
発展なくして存続できないこと、持続可能な
社会の存続が基盤であることを自覚し、
社会と共に歩む良き市民として、 自然豊か
な環境を次世代へ引継ぐため、積極的かつ
継続的に環境保全活動に取り組んでまいり
ます。

環境方針
（１）環境関連諸法規の遵守

環境関連法令および協定等を遵守します。
（２）金融商品・サービスを通じた環境保全活動の推進

環境保全に寄与する金融商品・サービスの提供により環境保全に貢献します。
（３）省資源・省エネルギー・リサイクル活動の推進

省資源・省エネルギー・リサイクル活動の推進により、事業活動における環境負荷の低減に努めます。
（４）地域社会と連携した環境保全活動の推進

地域社会と連携し、積極的に環境保全活動に取り組みます。
（５）環境教育・啓蒙活動の実施

本方針を全役職員に周知･徹底し、一人ひとりが自主的、積極的に環境保全活動に取り組みます。

金融商品・サービスを通じた環境保全活動の推進

鳥取県、鳥取県日南町、
兵庫県養父市などから
Ｊ‐クレジット地域 コーディ
ネーターに認定。
積極的なＪ‐クレジットの

販売支援、売買契約仲介
により、企業の環境活動を
支援。

Ｊ‐クレジットの普及・仲介への支援（2010年～）

日南町の「SDGs未来都市」選定に貢献
町内の林業経営に新たな付加価値を創造することで、独自の
持続可能なまちづくりを目指す日南町は、2019年度の「SDGs
未来都市」に見事選定
されました。

⇒当行の「Ｊ‐クレジット」
販売仲介支援等の
活動も、選定にあたり
国から大きく評価

2019年度「SDGs未来都市」選定証授与式（2019年7月1日）
※日南町からの提供、中央が日南町中村町長

915 

1,700  1,791 
1,991 
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18 

61 
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件数（件）数量（t‐CO2）
Ｊ‐クレジット販売
実績（累計）
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１７．ＥＳＧ（社会）

ごうぎん
チャレンジドまつえ
（2007年9月開設）

ごうぎん
チャレンジドとっとり
（2017年9月開設）

•知的障がい者が専門的に就労
• 「ゆめいくワークサポート事業」により、

地域の障がい者就労を支援

•精神障がい者・発達障がい者が主に就労
•データ入力など、 幅広い事務業務を担当

ごうぎんチャレンジド（2007年～）

私塾「尚風館」（2012年～）

• 「ごうぎん島根文化振興財団」が運営
• 高い志を持って将来的に社会のなかで活躍できる人材の

育成を目指す

大学発・産学連携ファンド（2015年～）

• 大学発のベンチャービジネスを資金面・経営面でサポート
することを目的に、大学発・産学連携ファンドを設立

• 設立から5年経過し、成果の出始めた出資先も

【累計投資実績（2019年11月末現在）】

とっとり大学発・産学連携ファンド 5先 1,178百万円

しまね大学発・産学連携ファンド 5先 765百万円

とっとり大学発・産学連携ファンド第2号投資案件

株式会社マリンナノファイバー

出資日 2016年5月19日 出資額 178百万円

代表者 代表取締役 伊福 伸介（鳥取大学大学院教授）

事業内容
廃棄されるカニ殻から抽出される

「キチンナノファイバー」の研究開発・製造・販売

オリジナルブランド「KANIDANOMI」シリーズを立ち上げ

大学の研究室で生まれたシーズが一般ユーザーの手に届く
ステージへ
今後、WEB等での販売の他、百貨店、大手雑貨店を中心に
販路拡大が期待される
現在、12名の雇用（2名の非正規社員を含む）を生み、地域
経済の発展に貢献

地域産業成長へのコミットメント 障がい者の自立支援・社会参画支援

青少年の育成活動
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１８．ＥＳＧ（ガバナンス）

ステークホルダーの期待に応え、持続的な企業価値向上を実現するため、
コーポレート・ガバナンス体制の強化を継続する

コーポレート・ガバナンス改革

2008年 2011年 2018年 2019年

役員報酬体系の改定

【狙い】
確定金額報酬 安定した経営
業績連動報酬 業績向上
株式報酬 中長期的株主価値向上

執行役員制度の導入による機能の分化

取締役会（取締役）
⇒ 「経営に関する意思決定機能」

および「業務執行の監督機能」
執行役員 ⇒ 「業務執行機能」

指名・報酬委員会の設置

透明性・客観性の高い役員選任
プロセスと取締役会の関与
企業価値向上のインセンティブと
なる役員報酬制度

監査等委員会設置会社への移行

更なるガバナンス体制強化のため、監査役設置会社から監査等委員会設置会社へ移行。（2019年6月）

① 監査・監督機能の強化

② 意思決定の迅速化

③ 経営の透明性の向上

目 的 移行後の構成

合計員数 うち監査等委員

取締役 13名 5名

うち社外取締役 6名 3名

社外取締役比率

移行前 移行後

37.5％ 46.1％

実効性の高い取締役会を目指す取り組み

社外役員への研修および
意見交換の機会を提供

積極的なＩＲ活動と
取締役会への結果還元

リスクアペタイト・フレームワーク
の実施と充実

企業風土を継承するための
後継者計画策定と監督

地銀トップクラス

企業価値
向上



本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を
保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものであります。将来の業績は、経営
環境の変化等により異なる可能性があることにご留意下さい。

本資料に関する照会先

山陰合同銀行
経営企画部 企画グループ

TEL ：0852‐55‐1036
FAX       ：0852‐27‐3398
Eメール：soki@gogin.co.jp

⼭陰合同銀⾏は持続可能な開発⽬標（SDGs）を⽀援しています。


